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研究成果の概要（和文）： 

動注化学放射線併用療法が予定された頭頸部腫瘍患者を対象として、MRI の Arterial spin 

labeling(ASL)法をベースとした定量的血管支配、活動性マップを開発した。マップの精度検証

として、血管支配域は選択的動注 CT や選択的血管造影所見と対比を行い、活動性に関しては、

定量的に算出した腫瘍血流を疑似的に活動性の指標とし、FDG-PET や、血管造影での腫瘍濃染

の程度、経過観察の情報から検証を行い、いずれも開発されたマップの良好な精度が確認され

た。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 Quantitative assessment of head and neck tumor vascularity and determination of its 
vascular territory of each feeding artery can be accomplished by using arterial spin labeling 
technique. This technique was validated by FDG-PET, digital subtraction angiography, 
angio-CT. This technique will be useful tool for non-invasive assessment in patients with 
head and neck cancer who received choemoradiotherapy such as super-selective arterial 
infusion of cisplatin with concomitant radiotherapy. 
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１．研究開始当初の背景 
近年、頭頚部腫瘍に対し超選択的動注化学

療法と放射線治療の併用による動注放射線

併用療法の有用性が報告されている。 

ただし、この治療法は治療期間として１～

２ヶ月を要し、その治療期間中に、腫瘍は形

態やサイズ、活動性、さらには栄養血管にお

いてもダイナミックな変化が生じる。動注化
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学療法では腫瘍の栄養血管に選択的にカテ

ーテルを挿入して抗癌剤を投与するが、薬剤

を注入する血管の選択やそれぞれの血管に

最適な量の薬剤を投与することが根治率の

向上や副作用低減に重要であり、治療時の腫

瘍の局在と活動性の程度、および、腫瘍の血

管支配の情報を得ることは、治療戦略の決定

において非常に重要である。 
 

２．研究の目的 

本研究では、MRI を用いて、頭頸部腫瘍に

おける以下の項目； 

(1)「腫瘍の局在と活動性の強さ」 

(2)「腫瘍血管の支配領域分布」 

さらに、この二つの情報を融合して画像化し

た、「頭頚部腫瘍の定量的血管支配・活動性

マップ」を開発することを目的とした。 

 

３．研究の方法 

(1)健常ボランティアを用いた検討 

初年度には、MRI の ASL 法を健常人ボラン

ティアに対して撮像を行った。組織血流値に

関して、撮像データを用いて、過去に報告さ

れた脳や筋組織などの血流の推定値を参照

し、マップの基礎となる撮像法のパラメータ

設定、撮像条件を最適化し、マップの基礎を

開発した。また、血管支配域に関しては、左

右の動脈が分離可能かどうか、内頚動脈と外

頸動脈系か分離が可能かどうかといった既

存の解剖学的構造をもとに血流支配域の分

離の精度の検証を行った。画像解析には、

MATLAB(MATrix LABoratory)と PMA(Perfusion 

Mismatch Analyzer)を使用した。健常ボラン

ティアで組織血流値、血管支配域のおおまか

な精度検証とマップ作成の基礎を構築した

後に、頭頸部腫瘍患者へと撮像対象を移行し

た。 

(2)頭頸部腫瘍を用いた検討 

動注化学療法が対象となった頭頸部腫瘍

患者の治療前、治療中、治療後に ASL の撮像

し、健常ボランティアの検証にて開発された

マップの作成を行い、さらに頭頸部腫瘍に準

じたモデル解析を行い、頭頸部腫瘍へのマッ

プとしての精度をより高めた。最終的にはマ

ップの腫瘍血流値を疑似的な腫瘍の活動性

とし、それに血管支配域の情報を合わせて情

報を統括した定量的血管支配・活動性マップ

へ開発に発展させた。完成したマップの精度

検証として、治療前および治療後の腫瘍の活

動性評価のため、FDG-PET により算出された

SUV 値と比較を行った。さらに、治療前、治

療中の評価として、血管造影における腫瘍濃

染の程度との比較も行った。血管支配領域に

関しては、選択的な造影による動注 CT の栄

養血管ごとの増強域と比較を行った。これら

の比較による相関の程度からマップの精度

検証を行い、不十分と思われる領域に関して

は、解析法をさらに改善し、最適化を行った。 

 

４．研究成果 

(1)健常ボランティアにおける成果 

まず健常人データを用いて ASLから得られ

た画像の信号情報をもとに解析することに

よって、定量的な血流マップを作成すること

が可能であった。脳血流や筋肉血流、鼻粘膜

など既存の構造の血流の大小の程度を分離

する程度の精度内容で作成することが可能

であった。また、左右の血管支配域の分離や

脳とそれ以外の頸部軟部組織といった既存

の構造に対する血管支配域の分離が可能で

あった。これらの精度情報から健常人のボラ

ンティアの画像よりマップ作成の基礎的手

法を確立し、頭頸部腫瘍患者へと撮像を移行

した。 

(2)頭頸部腫瘍患者における成果 

頭頸部腫瘍患者の MRI の撮像は治療前、治

療中(各動注療法直前、計 3回)、治療後にそ

れぞれに施行され、治療前の血管支配域は選

択的動注 CT や選択的血管造影所見と対比が

なされ精度が検証されたが、左右外頸動脈系

ではほぼ完全に分離可能であった。また、同

側の内頚動脈系と外頸動脈系に関しても一

部の例外(血管の高度蛇行例)を除いて分離

は可能であった。ただし、背景のノイズ信号

との分離が現時点で不十分であり、より精度

の高い血管分離法や信号強度の高い画像取

得の検証、背景のノイズの抑制法などの対策

が重要と考えられた。活動性マップにおいて

は、ASL 法にて算出された腫瘍血流量から頭

頸部腫瘍の組織モデルを当てはめることに

よって、腫瘍血流量の定量が可能であり、こ

れによる疑似的な腫瘍の活動性マップを作

成することが可能であった(下図)。 

 
(図；左が腫瘍の活動性マップ、右が T2 強調



像。治療前には強い腫瘍血流による高い活動

性が確認されたが、治療後にはそれが消失し

ている) 

同時期に撮像された FDG-PET の SUV 値や、

血管造影での腫瘍濃染の程度、経過観察によ

る再発の有無の情報から活動性マップの検

証を行ったが、血管造影の腫瘍濃染との比較

では、治療前、治療途中との比較がなされ、

非常に良好な相関が得られた。FDG-PETの SUV

値との比較では、治療途中における活動性の

残存の程度、治療後においての活動性残存の

有無に関しては、マップと SUV 値の数値やそ

の変動に相関性があり、評価可能と考えられ

た。治療前に関しては、FDG-PET による SUV

値と有意な相関がみられず、この原因として

は、おそらくは嫌気性代謝の影響が考えられ、

定量的な腫瘍血流量のみでは活動性の強弱

を判断するのは困難であった。 

なお、頭頸部腫瘍に対する完全に非侵襲的

な血管支配・活動性マップの作成はこれまで

に報告がなく、本研究が初めてである。これ

までは、腫瘍血流の計測に関しては造影剤を

用いた MRI または CT 検査により施行されて

いた。また、血管支配域に関しては、血管造

影検査や動注 CT による検証でしか達成され

ていなかった。これらの検査はいずれも造影

剤の投与が必要であるのに加え、特に血管造

影などはカテーテル挿入が必要であり、襲侵

的である。さらに CT 検査や血管造影では放

射線被爆もある。これらの要因から、造影剤

を用いた CT や MRI や血管造影検査などを用

いて頭頸部腫瘍の治療中に頻回の繰り返し

検査を行うことは難しいというのが現状の

問題点であった。その上、頭頸部腫瘍の化学

療法にはシスプラチンが使われることが多

いが、これには強い腎毒性があるため、治療

中の造影剤の投与は懸念されることが多い

という状況もあった。それに対して、本研究

で用いた ASL 法は完全に非侵襲的であり、頭

頸部腫瘍の治療中であっても腫瘍の血流情

報をその都度、必要に応じて取得可能である。

この手法の確立に伴って、頭頸部腫瘍の機能

的評価が簡易に施行可能となり、治療方法の

改善などの治療中の施行のみならず、治療後

の経過観察などさまざまな場面で活躍する

ことが予想される。 

今後の展望として、近年報告されている

「疑似的連続血管ラベル」といった血流信号

をより多く取得することに出来る ASLの新技

術を取り入れることによる腫瘍血流値の精

度上昇、さらには血管支配域マップに関して

は近年報告されている手法である ASL撮像時

の血管標識中に傾斜磁場挿入を行うことに

より高い血管選択性を可能とする撮像法を

導入、改変していくことにより、精度の高い

マップ作成を進めていくことが必要である。

治療前の活動性に関しては、腫瘍血流のみで

は、腫瘍の活動性を正確に評価することが難

しいことが本研究で判明したため、他の撮像

法(拡散強調像等)と組み合わせて、腫瘍血流

以外のパラメータも取り入れ、より精度の高

い腫瘍の活動性マップを作成していく必要

があると考えられた。 
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